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○ 背 景

・ 2013 年 12 月に英キャメロン首相の呼びかけで開催された「G8 認知症サミット」の後継

イベントが、本年 11 月に東京にて日本政府主催で開催された 
・ 本イベントの開会式には安倍総理も出席、塩崎厚生労働大臣に対して「厚生労働省だけ

でなく、政府一丸となって」認知症に対する国家戦略を策定する旨の指示が出された

・ これを受けて、塩崎大臣は認知症地域包括ケアシステムの実現、省庁横断的な取り組み

の実施、当事者視点を入れた施策の推進の三つを柱とする基本的な考え方を表明

・ 高齢社会の課題先進国である日本には、国際社会からも特に強いリーダーシップを発揮

することが期待されている

○ 提 案

１．新たな認知症国家戦略は、地方創生・成長戦略・民間活力導入等の視点を

入れて省庁横断的に策定する

２．認知症対策における官民の取り組みを加速させ、2016 年に日本が議長国

を務める主要国首脳会議に向けて日本のリーダーシップを世界に示す

３．以上を推進するため、認知症関係閣僚会議（仮称）及び有識者会合を設置

する

以上
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認知症対策を地方創生の柱の一つと位置づけ、当事者の視点を反映すると
同時に「まち・ひと・しごと」を支えるという視点にも立脚した施策を推進する 
医薬品・医療機器、ロボット、ICT等のあらゆる分野で、我が国の強みを最大
限生かし、民間主導で成長戦略実現に寄与するものとする 
ビッグデータ活用や治験促進等も視野に入れた認知症施策の実現のため、
早急に個人情報保護に関する法整備を進める 
日本医療研究開発機構も活用して、認知症の研究開発を強力に推進する 

認知症 

国家戦略 

提案の骨子 

日本が認知症対策で世界をリードすべく、2015年夏を目処に主要国による
国際会議を政府主催で日本にて開催する 
 2016年、日本が議長国を務める主要国首脳会議で、認知症を重要課題とし
て位置づけ、高齢社会課題解決宣言（仮）の採択等により、日本の認知症対
策におけるリーダーシップを世界に示す 
 

日本の
リーダー
シップ 

認知症関係閣僚会議（仮称）を設置する 
認知症関係閣僚会議の関係会議として、医療介護関係者、認知症関連各分
野の専門家、認知症当事者、ジャーナリスト、民間企業代表者等から構成さ
れる有識者会合を設置する 
上記により、各関係者の意見を集約して議論し、認知症に対する官民挙げた
新たな国家戦略を立案する 

関係閣僚
会議 
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日本のリーダーシップを世界に示すべく、２０１５年夏を目処に 
日本で国際会議を開催してはどうか 

2013 

2014 

2015 

内容/テーマ 主要イベント 

資料: 厚生労働省資料をもとに改編 

開催地 

▪ G8認知症サミット ▪ 英国 ▪ 英国キャメロン首相、ハント保健大臣等G8各
国の政府代表、欧州委員会、WHO、OECD代
表が出席（日本からは土屋厚生労働副大臣） 

▪ 認知症問題に共に取り組むための努力事項を
定めた「宣言」及び「共同声明」に合意 

年 

▪ 認知症日米戦略カンファ
レンス 

▪ 日本 ▪ 認知症国家戦略と大都市の取り組みをテーマ
にパネルディスカッション 

▪ 世界認知症諮問委員会 ▪ 英国 ▪ 世界認知症諮問委員会第一回会合が開催 
▪ 日本からは当機構代表理事黒川が参画 

▪ G7認知症後継イベント ▪ 英国 ▪ 社会的影響への投資 

▪ G7認知症後継イベント ▪ カナダ ▪ 学術界と産業界のパートナーシップ 

▪ G7認知症後継イベント ▪ 日本 ▪ 新しいケアと予防のモデル 

▪ 米国 ▪ アルツハイマー病研究 ▪ G7認知症後継イベント 
▪ スイス ▪ 各国後継イベントを踏まえた取りまとめ ▪ WHO保健大臣会合 

▪ ドイツ ▪ 検討中 ▪ 主要国首脳会議 
・関係省庁を挙げたプロジェクトチームを
結成し準備にあたる 
・民間セクターによる会議も同タイミングで
実施し、官民挙げた取り組みを推進する 

2016 

▪ 日本？ ▪ 検討中 ▪ G7認知症国際会議 

▪ 日本 ▪ 検討中 ▪ 主要国首脳会議 

▪ 世界認知症諮問委員会 ▪ フランス ▪ 第二回会合 

▪ 世界認知症諮問委員会 ▪ 英国 ▪ 第三回会合 

▪ 世界認知症諮問委員会 ▪ 米国 ▪ 第四回会合 
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地域の街づくり・社会づくりを中心と
した取組み 

認知症国家戦略策定の基本的な考え方（案） 

これまで 今後の方向性 

高齢者のための政策 

地域の街づくり・社会づくりに加え、
雇用経済を支える側面も含める 

高齢者のためのみならず、現役世
代のためにもなる政策 

医療・介護を軸とした施策 健康の社会的決定要因（SDH1）等
の視点も考慮した総合施策の推進  

1 Social Determinants of Health 
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認知症国家戦略にて考慮すべき政策の要素（案） 

これまで 今後の方向性 

 「かかりつけ医認知症対応能力向
上研修」など医師を中心とした専門
職育成 

医師のみならず、看護師・介護職な
ど他専門職の能力向上を目的とし
た取り組みの推進 

認知症サポーターを増やすべく、そ
の育成を中心とした地域住民を対
象とした知識向上 

 「認知症サポーター」受講者への
フォローアップ教育体制の拡充 

認知症ケアパス・地域ケア会議な
どを通じた医療介護関係者の連携
の推進 

医療介護のみならず、交通や金融、
流通、住宅などより広い分野の協
働による包括的支援体制の推進 

他省庁を巻き込んだ研究開発の推
進（総務省：ビッグデータの活用、
日本医療研究開発機構：超早期診
断、介入研究の推進） 
 コスト・期間に配慮したレギュラト
リーサイエンスや診断前～介護ま
で含めた医療経済評価学の推進 

遺伝情報や生活習慣などに焦点を
当てた追跡調査による認知症治療
法の研究開発に重点 
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参考資料 
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認知症国家戦略策定に向け、国民の期待は高まっている 
(1/2) 

11/26（水）読売新聞 朝刊21面 
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認知症国家戦略策定に向け、国民の期待は高まっている 
(2/2) 

11/7（金）毎日新聞 朝刊1面 

11/7（金）日本経済新聞 朝刊38面 

11/7（金）朝日新聞  朝刊3面 

11/28（金） NHK WEWS WEB 
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英国保健省でも日本における後継イベントは大きく取り上げられ
ている 

英国保健省ウェブサイト 
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政府の認知症サミット後継イベント開催に合わせ、民間サイド
ミーティングが開催された 

目的 民間主導の「社会的投資」により、認知症に関する様々な課題を解決するための戦略やア
プローチを生み出し、分野横断的なアクションに結びつけるため、本会議を皮切りに、認知
症を国家戦略として位置づけて官民一体で進めていく第一歩とする 

登壇者 

所属組織 

（順不同） 

主催 

協力 

当日の様子 
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民間サイドミーティングは大手メディアにも多数取り上げられ、民
間の取り組みへの関心の高まりが見られる 

11/9（日）読売新聞 朝刊34面 
11/9（日）日本経済新聞 朝刊1面 

11/13（木）産経新聞 朝刊21面 


